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1．はじめに 

鋼橋のボルト継手部は形状が複雑であり，エッジ部に

おける塗膜厚の確保が難しいことから，腐食が起こりや

すい．下フランジ連結板を取替える場合，連結板の作用

応力を他の部材に分担させる必要がある．連結板取替え

工法には，腐食損傷部を跨ぐ形で補助部材(以下，バイパ

ス部材)を下フランジ下面または側面に設置し，主桁の腐

食損傷部を新部材に取替えるバイパス工法があり，施工

実績も存在する 1),2)．しかし，本工法では桁下空間が狭隘

な場合や交通供用下といった施工が困難な場合がある．

一方，ウェブにバイパス部材をボルト接合するバイパス

工法（以下，ウェブバイパス工法）は施工性に優れてい

る．ウェブバイパス工法に関する研究には，戸田 3)らに

よる研究が挙げられるが，施工ステップ毎に発生する応

力値や主桁の残留変形に対する検討は十分になされてい

ない．本研究では，弾塑性 FEM 解析によりウェブバイ

パス工法を用いた鋼 I 桁継手部の下フランジ連結板取替

え時のステップ毎の主桁の応力性状および取替え前後の

主桁の残留変形について，従来型のバイパス工法と比較

し検討している． 

2．解析モデル 

 対象継手部は合成多主桁橋の外桁とした．図-1に解析

モデル，図-2に継手部の名称を示す．表-1に解析に用い

た材料定数，表-2に荷重条件，表-3に解析ステップ，表

-4に解析ケースを示す．応力-ひずみ関係は表-1を基に

バイリニア則とした．理論応力度（以下，理論値）は，

文献 2)に示されている図-3 に示す考え方で連結板が受

け持つ応力度が高力ボルトで接合されている他の連結板

に再分配されると仮定して算出した．バイパス部材の断

面形状および寸法は，表-4に示すように、文献 3)より応

力変動が最も大きいとされている Step5 の遊間断面の断

面二次モーメントをおよそ一定とし，Step5 まで理論値

が許容曲げ引張応力度𝜎𝑎を満足するように調整した．境

界条件は下フランジの支承線上の全節点に対して線支持

とし，ピン支持，ピン・ローラー支持とした． 

  

図-1 解析モデル（単位：mm） 

図-3 応力の再分配 
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表-4 解析ケース（単位：mm） 

表-1 材料定数 

10

2,544 2,544

5,878 5,878
11,766

：ピン支持

：ピン・ローラー支持

Pd Pd

1,950

上フランジ連結板
(UL-CPL)

下フランジ連結板
(LU-CPL)

下フランジ連結板
(LL-CPL)

モーメントプレート
(U-MPL)

シアープレート
(SPL)

モーメントプレート
(L-MPL)

表-2 荷重条件 
図-2 継手部の名称 

L-MPL撤去
再分配される

+ +

(Ⅰ)

(Ⅲ)

(Ⅱ)

    

表-3 解析ステップ 

材料 鋼(SM520) コンクリート

ヤング率E
 (N/mm²) 200,000

ポアソン比v 0.3 0.167
降伏点σy

 (N/mm²) 355
許容曲げ引張応力度σa

(N/mm²) 210
設計基準強度Fc

(N/mm²) 30

荷重 前死荷重 後死荷重 活荷重

設計曲げモーメントMd

(kN・m)
4557 1813 2940

設計載荷荷重Pd

(kN)
1790 713 1160

Step 状態

Step1 コンクリートの硬化前を想定した状態

Step2 交通供用下を想定した状態

Step3 取替えのために交通規制を想定した状態

Step4 ウェブ連結板の一部を撤去した状態

Step5 バイパス部材を設置した状態⇒
腐食した下フランジ連結板を撤去した状態

Step6 新規の下フランジ連結板を設置した状態⇒
バイパス部材を撤去した状態

Step7 　　新規のウェブ連結板を設置した状態⇒
取替え後の交通供用下を想定した状態

L-MPL撤去
再分配される

+ +

(Ⅰ)

(Ⅲ)

(Ⅱ)
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3.解析結果と考察 

文献 3)より主桁での応力変動が大きいとされている

Step5以降の結果を示す． 

Step5 における各ケースの Mises 応力コンター及び最

大主応力方向を図-4に示す．Case-Aではバイパス部材側

に応力が流れ，ウェブクリアランス部にて，局所的な塑

性域が進展している．これは本解析において主桁とバイ

パス部材を結合拘束することにより発生した塑性域であ

ると考えられる．また，Case-Bではバイパス部材側へ応

力が完全に流れず，残置された L-MPL 側にも応力が流

れ，塑性域が進展する． 

Step5 における遊間断面の直応力分布図を図-5 に示す．

2 ケース共に理論値よりも高い応力がウェブ連結板下端

で生じている．また，Case-Aのバイパス部材下端で発生

する直応力の理論値と解析値の乖離は 3倍程度と高い． 

Step6 における Mises 応力コンター及び最大主応力方

向を図-6に示す．Case-Aでは，新規の LU-CPL,LL-CPL

設置後，LU-CPL,LL-CPL側に応力が流れ，Case-Bでは，

バイパス部材撤去後，LU-CPL,LL-CPL側に応力が流れて

おらず，L-MPL側に応力が流れた． 

Step7における Case-AのMises応力コンター，最大主

応力方向及び遊間断面の直応力分布図を図-7に示す．バ

イパス部材撤去時にバイパス部材に作用していた応力は，

LU-CPL,LL-CPL 側と SPL 側に流れるため，SPL 下端で

局所的に高い応力が生じる．また，遊間断面における直

応力分布図より，理論値と傾向は概ね一致しているが，

SPL下端において理論値との乖離が確認された． 

取替え前後の主桁の残留変形を図-8に示す．残留たわ

み及び残留下フランジ離間量において腹板をつなぐ

Case-Aの方がCase-Bよりも抑制することができた． 

4.まとめ 

本研究では，下フランジ連結板取替えの施工ステップ

を考慮した弾塑性 FEM 解析により，ステップ毎の応力

性状および，下フランジ連結板取替え前後の主桁の残留

変形について検討した．得られた結果を以下に示す． 

1) Step5 では，ウェブバイパス工法を用いた場合，

LU-CPL,LL-CPL撤去時に，バイパス部材下端の遊間

部近傍において理論値の 3 倍程度の直応力が発生す

る． 

2) Step6では，ウェブバイパス工法を用いた場合，新規

の LU-CPL,LL-CPL 側に応力が流れる．一方，従来

のバイパス工法では，新規の LU-CPL,LL-CPL 側に

応力が流れず L-MPL側に応力は流れた．  

3) ウェブバイパス工法では取替え時に主桁で発生する

塑性域が小さくなり，取替え前後の主桁の残留変形

も小さく，効果的である． 
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図-4 Step5における Mises応力コンター及び最大主応力方向(MPa) 

図-5 Step5 における各ケースの遊間断面における直応力分布図

 

図-8 各ケースの取替え前後の残留変形(mm) 図-7 Step7における Case-Aの解析結果 
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